
　　北陸信越運輸局　　長野運輸支局長　殿

氏　名
（名称）

両 名名 二　輪

その他運送約款

運行管理体制を記載した書面

□ 標準貨物軽自動車引越運送約款（平成１５年国土交通省告示第１７２号）

所属営業所名 運行管理の責任者氏名

□

□住所に同じ

□

標準貨物軽自動車運送約款（平成１５年国土交通省告示第１７１号）

運 送 約 款 （該 当 す る □ 欄 に チ ェック を 入 れ る ）

㎡

収　容　能　力

㎡

位　　　　　　　　　　置　　　　　　　　　　

□住所に同じ

営業所からの距離位　　　　　　　　　　置

事 業 用 自 動 車 の 種 別 ご と の 数

軽（普通）

車両数 車両数

名

乗車定員 車両数

　今般、貨物軽自動車運送事業を経営したいので、貨物自動車運送事業法第３６条及び同法施行規則第３３
条の規定により、関係書類を添えて届出いたします。

乗務員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力

ふりがな

氏名又は名称
（主たる事務所の名称）

代表者氏名

住　　所
（主たる事務所の位置）

ｍ

営業所名

事　業　計　画　の　内　容　（住所と同じ場合は、□欄にチェックを入れる）

日

住　所

□届出にかかる自動車車庫については、私に使用権原があることを宣誓します。

届出にかかる自動車車庫の土地・建物は、都市計画法等の関係法令に抵触しないことを宣誓します。□

届出日　　平成　　年　　月　　日

氏名又は名称並びに代表者の氏名及び住所（主たる事務所） 日月年平成開　始　予　定　日

貨　物　軽　自　動　車　運　送　事　業　経　営　届　出　書

電話番号

□住所に同じ

位　　　　　　　　　　置

営 業 所 の 名 称 及 び 位 置

乗車定員 乗車定員

両

収　容　能　力

自 動 車 車 庫 の 位 置 及 び 収 容 能 力

軽（霊柩）

（通称名：　　　　　　　　　　　　　） 印

両

印

　　北陸信越運輸局　　　長野運輸支局長　殿

宣　　　　　誓　　　　　書

平成 年 月

様式１



貨物軽自動車運送事業の経営届出様式を使用した場合の記入要領

　１．届出日の欄
　　　経営届出書を運輸支局に提出する日を記入してください。

　２．開始予定日の欄
　　　事業を始める日を記入してください。

　３．氏名又は名称（主たる事務所の名称）の欄
　（１）個人名義で事業を行う場合は、氏名を記入してください。（記入例：〇〇 一郎）
　（２）法人名義で事業を行う場合は、会社の正式名称を記入してください。（記入例：株式会社 〇〇運送）
　（３）事業経営上、通称名を使用する場合は、（通称名：　）の欄に、その名称を記入してください。（記入例： 〇〇 運送）

　４．代表者氏名の欄
　　　法人名義で事業を行う場合に、代表者の氏名を記入してください。（記入例：代表取締役 〇〇 一郎）

　５．住所（主たる事務所の位置）の欄
　（１）個人名義で事業を行う場合は、その方の住所を記入してください。
　（２）法人名義で事業を行う場合は、会社の本社所在地を記入してください。

　６．電話番号の欄
　　　連絡先となる電話番号を記入してください。

　７．営業所の名称及び位置
　（１）営業所名の欄
　　　　事業用自動車を配置する営業所の名称を記入してください。
　　（記入例）
　　　・個人名義で１両で事業を行う場合には、自宅が営業所ということが考えられますので、その場合には、本店或いは
　　　　○○運送といった記入が考えられます。
　　　・法人名義で事業を行う場合には、会社で決めた名称を記入してください。
　（２）位置の欄
　　　　当該営業所の住所を記入してください。なお、住所と同じ場合は、「□住所に同じ」のところの□にレ点し、住所の
　　　記入を省略して結構です。
　（３）営業所が複数有る場合の記入等方法
　　　　２ヶ所目以降の営業所については、別に定めた補助用紙の所定欄に同様の記入方法で記入してください。

　８．事業用自動車の種別ごとの数
　（１）営業所ごとの事業用自動車の種別ごとの数を、該当する欄に記入してください。
      　注）種別のうち、
　　　　　・軽（普通）とは、軽貨物自動車で霊柩及び二輪以外の自動車のことです。

　　　　事業用自動車の車庫の住所を記入してください。なお、住所と同じ場合は、「□住所に同じ」のところの□にレ点し、

　　　　　・軽（霊柩）とは、軽貨物自動車で霊柩自動車のことです。
　　　　　・二輪とは、二輪バイクで１２５ＣＣを超える排気量のものです。
　（２）営業所が複数有る場合の営業所ごとの記入方法
　　　　２ヶ所目以降の営業所分については、別に定めた補助用紙の所定欄に同様の記入方法で記入してください。

１１．標準運送約款と同一の運送約款を定めるかどうかの別
　（１）標準貨物軽自動車運送約款、標準貨物軽自動車引越運送約を使用する場合には、該当する運送約款の□に

　　　住所の記入を省略して結構です。
　（２）収容能力の欄
　　　　車庫の面積を記入してください。
　（３）営業所が複数有る場合の営業所ごとの記入等方法

１０．乗務員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力
　　　　「９．自動車車庫の位置及び収容能力」に準じて記入してください。

　　　　２ヶ所目以降の営業所分については、別に定めた補助用紙の所定欄に同様の記入方法で記入してください。

　　　レ点してください。
　（２）標準運送約款以外の運送約款を使用する場合は、「その他運送約款」の□にレ点してください。なお、この場合は、
　　　当該運送を添付することが必要となります。

１２．運行管理体制を記載した書面
　（１）所属営業所名の欄
　　　　上記営業所の名称を記入してください。
　（２）運行管理の責任者氏名の欄
　　　　上記営業所における、日常の運行管理責任者の氏名を記入してください。
　　（記載例）
　　　・個人名義で１両で事業を行う場合には、事業者本人が責任者であれば本人の氏名を記入してください。
　　　・法人名義で事業を行う場合には、営業所ごとに会社で選任した責任者の氏名を記入してください。
　（３）営業所が複数有る場合の営業所ごとの記入等方法
　　　　２ヶ所目以降の営業所分については、別に定めた補助用紙の所定欄に運行管理責任者の氏名を記入してくださ

１３．宣誓書
　　　自動車車庫について使用権原があることが確実である場合、及び、車庫の土地・建物が都市計画法等（農地法、
　　建築基準法、車両制限令等）の関係法令に抵触していないことが確実である場合に、日付の欄に届出日と同様の
　　日付を記載し、住所及び氏名の欄に届出人の住所、及び、氏名又は名称を記入し、捺印してください。なお、宣誓
　　書の記入がない場合は、届出内容が補正されてから受理します。

　９．自動車車庫の位置及び収容能力
　（１）位置の欄



6 □営業所に同じ ㎡

5 □営業所に同じ ㎡

4 □営業所に同じ ㎡

3 □営業所に同じ ㎡

2 □営業所に同じ ㎡

乗務員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力

位　　　　　　　　　　置　　　　　　　　　　 収　容　能　力

1 □営業所に同じ ㎡

6 □営業所に同じ ｍ ㎡

5 □営業所に同じ ｍ ㎡

4 □営業所に同じ ｍ ㎡

3 □営業所に同じ ｍ ㎡

2 □営業所に同じ ｍ ㎡

1 □営業所に同じ ｍ ㎡

名

自 動 車 車 庫 の 位 置 及 び 収 容 能 力

位　　　　　　　　　　置 営業所からの距離 収　容　能　力

名

6 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

名

5 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

名

4 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

名

3 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

名

2 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

乗車定員

1 軽（普通） 両 名 軽（霊柩） 両 名 二　輪 両

事 業 用 自 動 車 の 種 別 ご と の 数

車両数 乗車定員 車両数 乗車定員 車両数

6

5

4

3

2

営業所名 位　　　　　　　　　　置 運行管理責任者

1

貨物軽自動車運送事業経営届出書補助様式

事　業　計　画　の　内　容

営 業 所 の 名 称 及 び 位 置



事 業 用 自 動 車 等 連 絡 書

:

事 業 等 の 種 類 旅客　〔 乗合 ・ 貸切 ・ ハイヤー ・ タクシー ・ 特定 〕　　貨物　〔 一般 ・ 特定 ・ 軽 ・ 霊柩 ・ 第二種利用 〕　　その他　〔 レンタカー ・ （　　　　　　　） 〕

使 用 者 の 名 称
（ 事 業 者 名 ）

使 用 者 の 住 所
（事業者の住所） （営業所の位置）

使 用 ・ 廃 止 の 別

自動車登録番号等 ※新自動車登録番号（車両番号） ※登録完了印 旧自動車登録番号（車両番号） ※登録完了印

（ 車 両 番 号 ）

車台番号

① …　Ｈ 年 ① …　Ｈ 年

② …　自動車の乗車定員 人　 ② …　自動車の乗車定員 人　
　　 自 動 車 の 長 さ cm　  　　自 動 車 の 長 さ cm　

③ …　種別　〔普通・小型・けん引・被けん引〕 ③ …　種別　〔普通・小型・けん引・被けん引〕

　　最  大  積  載  量 kg　 　　最  大  積  載  量 kg　

事 案 発 生 理 由 　新規許可　・　新規届出　・　譲渡譲受　・　合併　・　相続　・　休止　・　廃止　・　取消し

　事業計画の変更　〔　増車　・　減車　・　代替　・　営配　・　他支局管内への移動　（　     　運輸支局　→　　　　　　運輸支局）　〕

　使用者及び所有者の名称又は住所の変更　・　使用の本拠の位置のみの変更　・　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

備 考 欄

確 認 印 ※確認印 注）　１．　 この連絡書は、再発行しないので、取扱いに注意して下さい。

〔　輸　送　部　門　〕 ２．　 連絡書に必要な事項を記入の上、１部を輸送部門に提出して下さい。

３．　 連絡書は、輸送部門の確認を受けた後、登録関係書類に添えて登録部門に提出して下さい。

４．　 ※欄は記入しないで下さい。

旅客担当　０２６－２４３－４６０３

貨物担当　０２６－２４３－４６４２

貨物自動車（軽を含む）のみ

使 用 の 本 拠 の 位 置

廃 止 （ 減 車 ・ ま っ 消 等 ） す る 自 動 車

所 属 営 業 所 名

使 用 し よ う と す る 自 動 車

自 動 車 の 年 式

旅 客 自 動 車 の み

確 認 印 の 日 付 か ら １ ヶ 月 間

　この書類は、道路運送法、貨物利用運送事業法又は貨物自動車運送事業法による自動車運送事業、第二種
利用運送事業の許可、事業計画変更の認可を受け、若しくは届出をしたもの、又は事業用自動車の代替であ
ることを確認したことを証するものである。 有 効 期 限

　発行元連絡先　：　　　長野運輸支局輸送部門　　

貨物自動車（軽を含む）のみ

旅 客 自 動 車 の み

自 動 車 の 年 式




